「親亡き後の成年後見制度」
福岡ひまわりの里保護者　髙原勝利
　親亡き後とはなにか。親は深い愛情をもって、障がいを持つ子供さん(以下本人という)の面倒を見ているが、その親が死亡したり判断能力を失ったりして、本人の面倒を見られなくなると、その本人は自力で生活することが危ぶまれることになります。それでは、どんな支援策を立てたら、親亡き後でも心配のない生活が送れるのか、これが親亡き後の問題です。私は地域で障がいを持つ本人が、安心して生活するためには、成年後見制度の利用が絶対の支援策だと考えています。障がいにより物事を判断する能力が不十分だと、①スーパーで物を買ったり、②自分が住むアパートを借りたり、③美容院や床屋で髪を切ってもらったり、④病院に行って先生と自分の病気のことを話したり、入院を決めたりする。そんな生活のために必要なことが出来ない。また生活している地域で人にいじめられたり、人に騙されたりする人もいます。それでは障がいを持つ本人は、普通の人と同じ生活を送ることが出来ません。そこで本人の判断する能力を補って、普通の人と同じように自立した生活を送れるように、面倒を見て手助けするのが成年後見制度です。この制度には、法定後見と任意後見の2種類があります。
　法定後見とは、本人がすでに判断能力を失くしているとき、家庭裁判所にお願いして、本人を支援する人を選んでもらいます。その人が本人の意向に添って、生活に必要な買い物を代行したり、アパートの契約を手伝ったりする。また人から騙されて高い品物を買わされたりしたら、それを取り消したりして本人を支援する制度です。
判断能力の違いにより「後見人」「保佐人」「補助人」の三つに分類されます。後見費用は本人の財産から支出されますが、この「後見費用」とは後見人等が職務を行うために必要な費用のことで、例えば本人が生活するために必要な財産の保守管理とか医療費や施設利用料の支払いとか、物品の購入費の支払い等の費用がこれに該当します。後見報酬は申請により家庭裁判所が後見の事務内容や本人の財産内容等を考えて決定します。但しその決定は本人の生活が成り立つ範囲内で行います
一方の任意後見は、本人が判断能力を持っているときは、本人と任意後見受任者が任意後見契約を結び、判断能力を失くした後の本人を契約の受任者が支援する制度です。
後見人等の職務は、①本人の財産の管理事務、②本人の生活及び療養看護を行う身上保護事務の2種類に大別されます。専門職の中には、財産管理しかしない人がおられますが、私は、「身上保護が職務の中核で、財産管理は、最善の身上保護を行うために財産を有効に使うことを目的に行うべきである。」と考えています。
　それでは「親亡き後」の制度利用の仕組みづくりは、いつ着手すればよいのか？　親が高齢化したり病気がちになって、自分の財産で本人の面倒を見る自信がなくなれば、成年後見制度の利用準備を始める必要があります。
　最後になりますが、親や障がいを持つ本人に財産がない場合は、成年後見制度の利用はできないとあきらめないでください。
[bookmark: _GoBack]具体例として、「母親Ａ子と二人の子供Ｂ男と判断能力のない障がい者Ｃ子のケース」で説明します。2年前に父親が急死し、収入の道が途絶え、また悪いことにＡ子も重い病気を患い、仕事もできず苦しい生活です。Ｂ男は無職で全く頼りになりません。親亡き後のＣ子の支援に大きな不安を持ったＡ子は、成年後見制度の利用を第三者のＮＰＯ法人に相談しました。Ａ子にはＣ子に生前贈与できる財産もなく、家庭裁判所への後見開始申し立て費用とか後見費用や後見人等への後見報酬の支払いを支援するに申立て費用、後見費用や後見報酬の支払いを支援するゆとりはありません。そこで、ＮＰＯ法人と相談、娘を所帯分離して生活保護の受給に成功。その後、行政に働きかけ成年後見制度利用支援事業を利用して、行政の申立てにより後見人の支援を受けることが可能になりました。Ａ子は心から安心した様子でした。という事例もあります。
まずは成年後見制度に詳しい法人等に相談に行くことが大切です。私は、160人余の会員を擁するＮＰＯ法人「高齢者・障害者安心サポートネット」に所属しています。当法人の昨年福岡県での後見人等就任総数は96名です。その中で、障がい者の後見人等就任数は34名です。ご相談は勿論無料ですので、いつでもご連絡ください。
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